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資　料

低出生体重児の母親への退院後の支援に関する文献検討

笠井由美子１）

要　旨
　低出生体重児の退院後の母親への支援に関するニーズ・支援の実際と成果・支援の課題を
明らかにするために文献検討を行った。2005 年～ 2015 年の医学中央雑誌 Web を中心とし
て文献検索を行い、国内の文献 36 件を分析対象とした。低出生体重児の退院後の母親の支
援に関するニーズとして、「退院後の早期支援」「専門性の高い個別アドバイス」「同じ境遇
の人からのサポート」「保健サービス」が、支援の実際と成果として「親の会の開催」「個別
支援」「児の成長に応じた継続した支援」が、課題として「退院後、早期の支援方法に関す
ること」「母子保健サービスに関すること」「親の会に関すること」「長期の継続支援に関す
ること」「母親の特性を医療者が理解すること」が抽出された。今後、NICU 看護師と保健
師の連携方法のあり方の見直し、親の会のシステム作りの必要性と未熟児訪問回数の見直し
をすることで育児ストレスの低下につながると示唆された。また、児の入院中から母親同士
の交流に対する支援内容とその効果を明らかにすることが求められる。
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Ⅰ　はじめに
　近年の周産期・新生児医療の著しい進歩にともな
い、低出生体重児の出生率・生存率は急速に上昇し
た1）。新生児集中治療室（以下NICU）の病床数は、「子
ども・子育てビジョン」（平成 22 年 1 月閣議決定）2）

における出生数 1 万人当たり 25 ～ 30 床の目標は平
成 26 年に全国的には達成されたものの、目標を達
成できない都道府県もあり、平成 31 年度までに全
都道府県で 25 ～ 30 床とする目標が新たに設定され
た。このように、NICU の病床数増加への整備が進
められていることや、医療の進歩や高齢出産件数の
増加などの社会的背景に伴い、今後も低出生体重児
は増加すると推測される。
　低出生体重児は、その未熟性から NICU もしく
は NICU に準ずる施設に収容され、母子分離を余
儀なくされる。この状態は、親子関係や愛着形成を
阻害する要因となりうる3）。子どもの救命のみなら
ず、早期に母子相互作用を育むためのカンガルーケ
アやファミリーセンタードケアの概念に基づいた患
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児・家族を中心としたケアの実践など様々な取り組
みがされている。
　退院前の母親は、育児技術などを学んでいくが、
退院後に母親が抱えるストレスや不安は、多岐かつ
長期にわたると予測できる。近年の正期産児の母親
においても、少子化・核家族化、地域との希薄化な
ど育児が孤立され、育児ストレスや育児不安をきた
しやすいと言われている。さらに低出生体重児をも
つ母親においては、正期産児の母親に比べて育児不
安が高く4）5）、中でも超低出生体重児の母親の不安
が高いと報告がある6）7）。また、低出生体重児は授
乳がうまくいかない、病気にかかりやすいなどの育
てにくさがあることや、神経学的後遺症や種々の疾
患にともなう障害の発生頻度が高いことから、養育
上の問題が生じやすい8）と報告されている。この
ような低出生体重児は、乳幼児虐待の児側の発生要
因の一つとして挙げられており9）、退院後の母親へ
の育児支援は重要な課題といえる。
　このような中、近年では低出生体重児を対象に退
院後の育児支援として、母子保健法に基づく未熟児
訪問事業や民間機関からさまざまなサービスが施行
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されているが、支援を取り巻く現状には未だ多くの
課題があると推察する。そこで、これまでの低出生
体重児の退院後の母親への支援に関して、どのよう
な報告がなされているのか、国内の研究を分析し、
低出生体重児の退院後の「母親の支援のニーズ」「支
援の実際と成果」「支援の課題」を明らかにするこ
とを目的に本研究を行った。

Ⅱ　研究方法
１　対象
　医学中央雑誌 web 版をデータベースとした。
2005年～2015年の国内文献に制限し、「会議録除く」
を条件としたキーワード検索を行った（2014 年 12
月実施）。検索式は「早産 or 低出生体重児 or 極低
出生体重児 or 未熟児 or NICU 退院後」を A とし、

「Ａ and 母親 and 支援」「A and 育児支援」「A and
地域支援」「A and 親の会 / 自助グループ」を含む
文献で 252 件が選出された。そのうち、低出生体重
児の退院後の「母親の支援のニーズ」「支援の実際
と成果」「支援の課題」の記述がない文献を除外し
36 件を分析対象とした。

２　分析方法
　本文献検討は、Cooper の統合的レビューの方法
論10）を参考にして実施した。統合的文献レビュー
とは、多くの研究から総合的な結論を導くために過
去の研究を要約したものであり、リサーチクエス
チョンを持ちながら文献を分析することに特徴があ
る。本研究では、低出生体重児の退院後の「母親の
支援のニーズ」「支援の実際と成果」「支援の課題」
をリサーチクエスチョンとし、コード表を用いて
データを整理し分析を行った。
　なお、「文献の種類」は、日本小児看護学会の投
稿規程に掲載されている投稿原稿の種類と内容を参
考に分類した。文献の種類の記載が論文中にないも
のは、論文の記述をもとに判断した。

３　用語の操作的定義
　　・�低出生体重児；体重 2500 ｇ未満で出生し、

その未熟性から NICU もしくは NICU に準ず
る施設に収容された児。

Ⅲ　結果
　文献の種類は、原著 10 件、研究報告 12 件、実践

報告 9 件、その他（活動報告 5 件）であった。
１　NICU 退院後の母親の支援のニーズ
　支援のニーズとして、大きく４つに大別された。
　１）退院後の早期支援
　　�　極低出生体重児の母親を対象とした調査では6）、

子どもが入院中で母親のみが退院した時期と子
どもも退院した 4 週間以内の早い時期に最も家
庭訪問や支援を望んでいる人がいると報告して
いる。早期の支援者としては、入院していた時
の状況を分かっているNICU 看護師に漠然とし
た不安や相談をすることを希望していた 11）12）。
また、母乳相談や相談支援の充実や地域の保健
サービスの情報提供を得たいニード 12）13）がある
という報告もあった。

　　�　保健師の家庭訪問の希望時期としては、1 ヶ
月以内の早期の訪問を希望する母親が多く14）、
その時期に希望する支援は集団ではなく、個別
的な支援を求めている6）という報告もあった。

　２）　専門性の高い個別アドバイス
　　�　NICUを退院した児をもつ母親の調査では11）12）、

それぞれの子どもに特有の状態や成長・発達に
沿ったアドバイスなど、専門性の高い個別的ア
ドバイスを希望していた。また、訪問保健師に、
いろいろ話をして安心したが細かな相談はせず
に、NICU のスタッフのような子どもの状態を
理解してくれて指導や支援されることを望んで
いるという報告もあった5）。

　３）　同じ境遇の人からのサポート
　　�　退院後、不安を相談したい相手として、夫と

超低出生体重児を育てた経験のある母親を希望
していた15）。また、「他の子と比べてはだめだ
と分かっていても、指標にするものがなくて心
配」「同じくらいの週数で、同じくらいの体重
の子が、どんな風に平均的になるのかな。そう
いうのが分かっているとよかったな」など、親
同士の交流から得る子どもの成長発達の指標に
関する情報提供や成長発達の不安へのアドバイ
スといったピアグループの形成を支援するニー
ズの報告 4）もあった。

　４）　保健サービス
　　�　保健サービスとしては、病児保育、休日託児

サービス、送迎サービスといった一般的な子育
てからのサービスニード7）16）や低出生体重児
専門の相談や検診の充実16）17）、保健医療サー
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ビスの情報提供や活用方法12）13）に関するニー
ドがあった。また、生活の場が、病院から地域
へ移行する時期の支援として、いつ保健師にコ
ンタクトをとったらよいか等のアドバイスを求
めていたという報告もあった12）。

２�　NICU 退院後の支援の実際と成果を以下の 3 つ
に分けた。

　１�）親の会の開催を通じて育児を前向きに捉える
支援（表１）

　　�　親の会の開催に関する報告は 6 件あった。大
きく分けて、2005 年～ 2009 年に報告された病
棟主導の会18）19）20）21）と 2010 年に報告された地
域主導22）23）の会であった。参加した母親は「自
分だけでなく、それぞれに悩みを持っているこ
とがわかり、頑張る力がわいた」21）、「ここで
しか理解されないことがある」18）など、同じ立
場の親子が出会える場となっていた。また、病
棟主導の会は、NICU 看護師をはじめ外来看護

師、医師、保育士、臨床心理士など専門家が介
入し、子どもの成長に伴って変化する問題を対
処していると報告している 18）19）。

　　�　地域主導の一つは、保護者の精神的負担の軽
減・地域での孤立を防ぐ・仲間づくり・知識提
供を目的に保健師が立上げており、会を卒業し
た終了者で自主保育をつくるなど、地域の支援
体制に広がりが出たと報告している22）。もう
一つは、神戸市社会福祉協議会の事業委託の報
告で23）、医療・心理・保育などの多分野から
専門家が 2 年間関わり、子どもの成長・発達の
見守りと母親を支援するシステムを構築した報
告があった。

　２�）　育児不安を軽減するための医療スタッフに
よる個別支援

　　�　児が入院していた施設からの支援として、電
話相談実態調査では24）、相談内容は症状に関
する事項が多く、相談後は自宅での経過観察が
半数だった。外来受診が必要と判断されるケー

開催者 会の内容・開催頻度 成果・母の声
医師・助産師・看護師・外来
看護師・保健学部教員・ボラ
ンティア保育士・先輩の母親
18）

極低出生体重児とその家族の子育てを支援することを目的に
年 4 回開催。
子どもと一緒に遊ぶ方法の紹介・子どもへの読み聞かせを実
施。母子分離の時間は、専門家を招いて親は勉強会（低出生
体重児の成長発達の特徴や苦手な運動を練習する方法など）
やフリートーキングで家族間の交流を実施。

専門家の介入により、子どもの成長に
伴って変化する問題を対処。

「仲間と共感でき勇気づけられた」「実体
験が役立つ」「ここでしか理解されない
ことがある」

新生児科医・看護師・臨床心
理士・入院経験をもつ子ども
たち（中学生・高校生・大学
生など）とその母親　19）20）

NICU・新生児科外来（フォローアップ検診）とサポートシ
ステムを立ち上げ、入院中から退院後にいたるまでのさまざ
まな育児支援を実施。
親の会の活動や機関紙の発送などを通して、退院後もスタッ
フと両親が多角的な繋がり。
NICU 入院中の両親の希望もあれば参加可能。
自由参加で月 1 回開催。同窓会は 2 年に 1 回。

「機関紙」の発行・インターネットでの育児相談。

同じ立場の親子が出会える場
「自分だけでなく、それぞれに悩みを持っ
ていることがわかり、頑張る力がわいた」

家族が立ち上げ、現在は看護
師主体で企画運営 21）

親が主導で行っていた時期は、毎月勉強会実施。
現在、年 2 回行事を開催。

同時期に入院していた人たちやスタッフ
と再開する機会。スタッフに発達の相談
をもちかける家族も多い。

保健師 22） 超低出生体重児の保護者の精神的負担を軽減するとともに、
地域での孤立を防ぐことを目的に、全 3 回実施。
仲間づくり・情報提供を実施。
終了者の保護者で自主保育（1 回 /2 月）が開始。

自主活動グループがあることで、地域の
支援体制に広がりが出た。

神戸大学と神戸市総合児童セ
ンターとの共同事業として開
始。現在は、神戸市社会福祉
協議会の委託事業。医療・心理・
保育の専門家 23）

極低出生体重児に基本的な発達支援を実施し、保護者に子ど
もの発達や育児に関する指導・助言を行うことを目的に、修
正月齢 6 ヶ月以降の乳児が 2 年間、月 1 回の割合で実施。「遊
びのプログラム」と家族同士の「話し合いのプログラム」の
2 部構成。

医療・心理・保育などの多分野から専門
家が関わり、子どもの成長・発達を見守
り、母親を支援するシステム。

「近所に友達もいなかったので、月に 1
度参加するのが楽しみだった。いろんな
お母さんの話、先生の話しが聞けて学ぶ
ことがとても多かった」

表１　親の会の開催を通じて育児を前向きに捉える支援
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スも多い中、相談後の入院が少ない事は、早期
受診を勧めた事により、症状の悪化防止に結び
ついていたと分析している。また、面識ある
NICU 看護師に電話相談することは、育児上の
確認をすることで自信、安心感が得られ、悩み
の改善に結びついていると報告していた。母乳
育児支援として、無料母乳外来の介入を実施し
ている施設での調査では25）、低出生体重児を
もつ母親の母乳分泌不足感、体重増加不良から
くる不安を軽減し、母乳育児に有効であったと
報告している。他には、入院中に担当したプラ
イマリー助産師、看護師のフォローアップ訪問
の取り組みでは26）、「子どもの様子が分かって
いるスタッフで安心」「心強い」といった肯定
的な評価を得ていた。

　　�　地域からの支援としては、「こんにちは赤ちゃ
ん訪問」で、ハイリスク者には保健師や助産師
が訪問することで、健康状態など継続支援につ
なげることができるようになった 27）という報
告や、自在に対応できる立場である訪問看護師
が、定期的に家庭を訪問することは、専門家と
しての育児支援に適している28）29）という報告
もあった。

　３）　児の成長に応じた継続した支援
　　�　熊本県が実施している極低出生体重児を対象

としたリトルエンジェル支援事業は30）、手帳
の交付、家族に対する臨床心理士によるカウン
セリングの実施、保健所および中核市保健セン
ターからの退院前 NICU 医療機関訪問および
退院後の家庭訪問、親と子の交流教室の開催、
フォローアップ健診の 5 つからなり、児の成長
に応じ、児と家族を継続的に支援している報告
があった。

　　�　3 歳児健診以降に、母子の関係性障害から育
児困難を呈した 2 ケースの報告では31）、母親
のカウンセリングや親子相互交流療法を行った
ことで、保護者の子どもの捉え方が変化したと
報告していた。報告の中では、3 歳過ぎて正常
発達に追いついた児であっても児の感情面、行
動面の発達に伴い、様々な要因により母親の否
定的な対児感情が露見する場合もあるため、引
き続き親子の関係性に着目して積極的に親子関
係の評価や介入を行い、不適切な育児を回避し、
児の発達を促進していく必要性を示唆してい

た。また、心理士の立場から32）、NICU 入院中
は心理的介入を希望されない母親であっても、
児との関わりにくさで躓いた場合に、母子関係
への介入と同時に、周産期の傷つきの整理を
必要とする場合もあるため、母子関係を NICU
退院後も支援していく体制が必要と報告してい
る。

３　NICU退院後の支援の課題
１）　退院後、早期の支援方法に関すること
　�　6 施設の NICU 看護師への調査では33）、NICU

看護師が退院後の外来受診に立ち会うことは、育
児支援として必要と捉えていたが、業務上難し
く全ての施設において実施できていない状況だっ
た。業務上、NICU 看護師が外来にいくことが難
しい状況であれば、外来看護師との連携、情報交
換を綿密に行い、母親の不安を受け止める対策を
立てることが重要であると報告があった。また、
田中は11）、困った時にはいつでも相談できる窓口
の存在として、NICU の周知や地域との連携を含
めた NICU 看護師の継続支援を課題として示して
いた。その連携の考え方として、大井は13）、退
院時に医療機関から保健師へ支援を“つなぐ”と
いうよりは、むしろ退院後も“並行して”両者の
支援が継続するという連携のイメージをもつこと
が育児支援を行う際の考え方の一つと示唆してい
た。フォローアップ訪問を実施している施設の報
告では26）、居住地が施設から離れているケース
も多いため、ソーシャルワーカーと連携しながら、
情報提供、情報交換を行い、地域社会生活への適
応ができるよう支援することが必要と示唆してい
る。

　�　支援の時期として茂本の報告では
34）

、NICU 退
院後の経過が短い母親の育児困難感は高く、乳児
の月齢が低いほど母親として不適格だと感じてい
るため、育児困難感の軽減に向けて、NICU 入院
中から退院後間もない時期に支援を行うことが重
要であると示唆している。また、電話相談の時期
が退院後 14 日以内に約半数を占めていることか
ら、この時期に保健師の訪問による育児支援が必
要という報告もあった24）。

２）　母子保健サービスに関すること
　�　健常児を持つ母親と比較した調査では17）、希
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望するサービスとして「一時人材サービス」「専
門家からのサービス」「情報」「経済的支援」「仲
間づくり」「子育て環境」「公共施設の充実」と共
通しているが、その内容は NICU に入院した児
をもつ母親に多い傾向がみられたことから、サー
ビスの充実と利用しやすくすることの必要性を報
告していた。また、児が NICU に入院中の母親
は、退院後に利用できるサービスの情報提供を得
ることができないと認識しているため、看護師は
NICU 入院中のみならず、退院後の情報提供を促
進できる具体的な手立てを検討する必要性の報告
もあった35)。

　�　鈴木らの報告によるデンマークにおける母子保
健サービスは36)、主に家庭訪問により提供され、
子どもが 1 歳になるまでに 8 ～ 9 回実施し、低出
生体重児も公的な母子保健サービスシステムの中
でフォローされていく。しかしながら我が国では、
公的機関、民間機関からさまざまな母子保健サー
ビスが施行されている一方で、サービスの継続性、
地域間、施設間格差の問題となっており、支援を
必要とする家族がより早い段階から適切な支援が
受けられるよう、育児支援体制を確立させること
が今後の課題と挙げていた。

　�　虐待予防の観点からの報告では3）37）、医療機関
とつながりが切れやすい虐待ハイリスク群は、外
来フォローアップをドロップアウトしてしまう
ケースがあるため、周産期医療従事者・保健師・
保育士を中心とした地域での子ども虐待予防の子
育て支援ネットワークを構築し、育児支援を行う
必要性を指摘している。

３）　親の会に関すること
　�　山口らの調査では4)、低出生体重児の母親は、

退院 1 ヵ月後の相談相手に満足できなくなってい
ることから、さまざまな人々とかかわれるネット
ワーク作りの一つとして、親同士の交流の必要性
を報告している。また、奥山らは38）、低出生体
重で出生した脳性麻痺の小児を持つ母親が、同じ
ような境遇の母親に対して、一人で悩まずに母親
同士のつながりと話し合える環境の大切さをメッ
セージとしていたと報告している。

　�　親の会のない施設においては、入院中から先輩
ママと交流し家族を支える自助グループの開催を
課題として報告していた7）15）。

　�　施設で親の会の活動を行っている報告では18）、
長期間に及ぶ多職種の専門家の支援が必要である
ため、会を完全に家族の自主運営にしていくこと
が困難であると指摘している。また、地域での活
動が好ましいが、自然発生的な親の会では消滅し
やすいため19）、運営が安定して継続できるよう
に地域と連携した事業の位置づけと組織化した運
営体制が必要という報告があった18）19）。

４）　長期の継続支援に関すること
　�　極低出生体重児は、広汎性発達障害の出現率が

高いことを踏まえて、臨床心理士の立場から32）39）、
母親が「育てにくさ」を訴えるようであれば、社
会性の問題にも焦点をあてながら長期にわたる発
達支援が必要だと報告している。

５�）　低出生体重児の母親の特性を医療者が理解す
ること

　�　母親のレジリエンスを高める要因として、夫や
両親・親戚からのソーシャルサポートが効果的で
あるという報告があった40）。また、大北らの報
告では41）、母親の「育児期」における不安を軽
減するためには、「妊娠期」から継続した夫から
の物理的サポートが重要であり、さらに「妊娠期」
の友人からの情緒的サポートも重要な役割を果た
しており、サポートメンバーを認識した看護介入
を行う必要性があると示唆していた。

　�　北村の報告では42）、子どもの統制不能感（子
どもの泣き・ぐずりといった多くの母親が自分の
手に負えない・どう対処してよいか分からないと
思う感情）は、「家事手伝いの有無」「睡眠時間」
に影響があり、母親自身が自分の疲労を自覚でき、
子どもの取り扱いにくさや将来の不安を軽減させ
る支援が必要と示唆していた。

Ⅳ　考察
　低出生体重児の母親は、退院後の育児不安やスト
レスに対し、さまざまなニードを抱き、支援を受け
ていたが、必ずしも充分満足できるものだけではな
かったと考えられる。退院直後は、入院していた時
の状況を分かっている NICU 看護師に相談を希望
しており、実際に電話相談を実施している施設や、
退院後の外来受診に立ち会う有効性を認識していて
も実施できない施設もあり、施設の自助努力で成り
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立っていた。母親のニードや支援の有効性を考える
と、自助努力ではなく、制度として確立されること
が望まれる。
　退院後の経過が短い母親の育児困難感は高いこと
から、1 ヶ月までには個別で対応できる訪問を実施
していく必要があると考える。その訪問者は、低出
生体重児に関する知識を持ち、母乳指導も可能な医
療者が適任であると言える。しかし、訪問保健師に
は細かな相談はしなかった母親もいることから、保
健師の育児支援に必ずしも満足していないと予測で
き、これまでの保健所中心の支援だけでは、家族の
要望には十分答えられないと考えられる。入院中か
ら NICU 看護師は保健師と連絡を取り、情報を伝え
ることで、継続した支援が行える体制を整備してい
く必要があると考える。そのためには、大井13）が
示唆していたように、退院時に医療機関から保健師
へ支援を“つなぐ”というよりは、むしろ退院後も�

“並行して”両者の支援が継続するという連携のイ
メージをもつことが育児支援を行う上で重要である
と考えられる。このような考え方であれば、NICU
看護師から保健師への一方通行だけではなく、保健
師から NICU 看護師への情報も円滑に行われ、退
院後に地域の情報がないことで母親が不安になるよ
うな状況も避けられると考えられる。
　近年の地域訪問サービス事業として、新生児訪問、
こんにちは赤ちゃん訪問、未熟児訪問があるが、平
成 25 年から地域の自主性及び自立性を高めるため
に母子保健法に基づく未熟児の訪問指導が都道府県
並びに政令市及び特別区から、市町村に移管された。
よって、その取り組みは市町村によって異なる。移
管前の平成 22 年度に訪問された未熟児 1 人あたり
の平均回数は 1.27 回43）と 2 回を上回らない状況で
ある。移管されてまだ日は浅いが、新生児訪問もし
くは未熟児訪問を受けられる家庭は、こんにちは赤
ちゃん訪問と兼ねて訪問する地域 44）45）や、新生児
訪問の中に未熟児訪問を設置している状況であるた
め、未熟児 1 人あたりの訪問回数は増加していない
状況の地域が多い印象である。正期産児の訪問に関
する研究において46）、新生児訪問とこんにちは赤
ちゃん訪問を重層的に実施し、訪問回数を増やした
ことで、乳幼児早期の母親の育児ストレスを低下す
ることができたという報告がある。正期産児よりも
不安が高いといわれている低出生体重児において
も、退院後 1 ヶ月以内に専門性の高い個別アドバイ

スの訪問と、地域資源を活用した非専門職の訪問な
ど訪問回数を増やすことは、育児ストレスを低下さ
せ、親としての効力感を高める働きかけが行える機
会や保健サービスを知る機会にもつながり有効だと
考えられる。
　また、定期的に家庭を訪問できる訪問看護師が育
児支援に適任と報告されており、育児不安が強い
ケースや障害が重く医療ニーズが高いケースにおい
ては適していると考えられる。2009 年の全国の訪
問看護ステーションへの調査では、小児訪問看護の
依頼がない・小児看護の経験がある職員がいない等
の理由で、全く小児の訪問看護を実施していないス
テーションは 59.9％であり、全ての医療保険訪問対
象者数に占める割合が 30％以上であるステーショ
ンは、1.5％に過ぎなかった47）。しかし、医療保険
から訪問看護を受ける小児（0 ～ 9 歳）が増加傾向
にあること48）や 2012 年の診療報酬の改定で、指定
疾患においては連日訪問可能になるなど小児の訪問
看護の可能性が広がったため、今後、低出生体重児
を含めた小児を対象とした訪問看護が実施しやすい
環境が整えつつあると考えられる。
　親の会の開催は、他の家族との交流を通して母親
の不安を軽減するだけでなく、仲間と共感すること
で勇気づけられ、頑張る力を引き出す原動力にも
なっており、母親同士が仲間として、お互いを支援
するピアカウンセリングの役割を果たしていた。課
題としては、開催側の努力により成り立っており、
全ての施設や地域が実施している状況ではなく、会
がない施設においては、開催を課題として挙げてい
た。本研究では、親の会に関連した文献が 6 件のみ
ではあるが、2010 年を境に、病院施設からの実践
報告（4 件）から地域でのサポートの実践報告（2 件）
へと変化しつつあった。近年の少子高齢化や核家族
化などの子育て世代の背景を考えると、開催頻度は
ある程度の連続性をもって実施し、長期的に育児支
援を行え、場所的にも参加しやすい地域と連携した
事業が求められるのではないかと推察する。また、
他の家族との交流を求めている母親への支援とし
て、児が入院中から面会時間の中での母親同士の交
流に目を向けることも重要な支援の一つと考える。
今後、面会時間の中で、どのような支援がなされて
いるのか実態を明らかにし、その効果について明ら
かにすることが求められる。
　今回の対象文献には、親の会に関する報告が数少
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なく、近年の活動実態を明らかにすることができな
かった。近年では、情報発信・コミュニケーション
を目的としたソーシャルメディアの利用は急増して
おり、母親が育児情報を得るための身近な手段の一
つとして大きな役割を果たしている49）。今後、医
療が進歩する中で、ますます支援のニーズをもった
低出生体重児が増えていくと予測される。そのよう
な中、ソーシャルメディアを活用していくことを検
討していくことは、育児の悩みや保健サービスの情
報収集のみならず、親の会が多様な形態で変化し活
発な活動を継続していく一つの手段として有効であ
ると考える。
Ⅴ　結語
１�　低出生体重児の退院後の母親の支援に関する

ニーズとして、「退院後の早期支援」「専門性の高
い個別アドバイス」「同じ境遇の人からのサポー
ト」「保健サービス」が、支援の実際と成果とし
て「親の会の開催を通じて育児を前向きに捉える
支援」「育児不安を軽減するための医療スタッフ
による個別支援」「児の成長に応じた継続した支
援」が、課題として「退院後、早期の支援方法に
関すること」「母子保健サービスに関すること」「親
の会に関すること」「長期の継続支援に関するこ
と」「母親の特性を医療者が理解すること」が抽
出された。

２�　退院後の早期支援のニードに対して、入院中か
ら NICU 看護師と保健師が連携して育児支援を
行う必要がある。

３�　親の会は、母親の退院後の支援のニードの一つ
であり、ピアカウンセリングの効果や親としての
効力感を高められる。継続的な支援が必要な児や
母親であるため、専門職が介入した地域に根ざし
た会のシステム作りが必要である。

４�　退院後 1 ヶ月以内に専門性の高い個別アドバイ
スの訪問と、地域資源を活用した非専門職の訪問
など訪問回数を増やすことは、育児ストレスの低
下につながると示唆する。

５�　他の家族との交流を求めている母親への支援と
して、児が入院中から面会時間の中での母親同士
の交流に対し、どのような支援がなされているの
か、またその効果について明らかにすることが求
められる。

　本研究の一部は、第 62 回日本小児保健協会学術
集会において発表した。
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